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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第27期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第28期
第１四半期
累計(会計)期間

第27期
連結会計年度

会計期間
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日

売上高 (千円) 1,337,682 831,391 4,379,940

経常利益又は経常損失（△） (千円) 42,522 120,260 △159,459

四半期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 27,981 118,980 △302,361

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) － 1,205,491 －

発行済株式総数 (株) － 28,584 －

純資産額 (千円) 1,318,905 1,107,604 988,071

総資産額 (千円) 2,639,287 1,578,047 1,388,065

１株当たり純資産額 (円) 46,189.86 38,789.83 34,603.61

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり当期純損失（△）

(円) 979.96 4,166.84 △10,589.11

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 50.0 70.2 71.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 160,632 31,594 △66,370

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △10,844 △5,099 197,129

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △540,000

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,039,949 507,416 480,922

従業員数 (名) 432 188 188

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第27期連結会計年度については、１株当たり当期純損失であり、かつ潜在株式が存在しないため、第27期第１

四半期連結累計(会計)期間及び第28期第１四半期累計(会計)期間については、潜在株式が存在しないため、

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、記載しておりません。

３　当社は、第27期連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、第27期第１四半期連結累計(会計)期間及

び第27期連結会計年度の主要な経営指標等の推移の各数値は連結会社に係る数値を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 188（12）

(注)　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人数を(　)外数で記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

第27期以前は連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較は行っておりません。

(1) 生産実績

当第１四半期会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 金額(千円)

ソリューションサービス部門 220,473

エンジニアリングサービス部門 202,481

合計 422,955

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

ソリューションサービス部門 415,665 530,121

エンジニアリングサービス部門 254,724 525,733

合計 670,390 1,055,854

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(3) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 金額(千円)

ソリューションサービス部門 448,070

エンジニアリングサービス部門 383,320

合計 831,391

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期会計期間

金額(千円) 割合(％)

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 107,770 12.9
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクついて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第27期以前は連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っておりません。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期会計期間における我が国経済は、在庫調整が進んだことや輸出関連の一部に回復の動きが

出る等、景況感には改善の兆しが見られましたが、国内消費の低迷やデフレ等により依然として国内需要に

関しては回復力が弱く厳しい状況で推移しております。

情報サービス業界におきましては、企業収益の大幅な悪化により、システム開発業務の内製化、取引条件

の悪化、新規投資抑制や延期の動き等が顕著になり、厳しい経営環境で推移いたしました。

　このような状況の下、当社においては前事業年度後半より、以下の３点を中心とする抜本的な収益改善の

取り組みを実施しております。

1．本社販管費をはじめとする固定費の徹底的削減

　2．不採算事業の廃止及び人員の削減

　3．主要事業における選別受注の推進やプロジェクト管理強化による利益率の改善

これらの取り組みに加え、ソリューションサービス事業、エンジニアリングサービス事業全般において受

注が回復し、生産部門の稼働率が上昇に転じたことから、当第１四半期会計期間の売上高は831,391千円、営

業利益は119,059千円、経常利益は120,260千円、四半期純利益は118,980千円となりました。

　なお、当社は平成21年12月28日付で、連結子会社であった株式会社トランスコスモス・テクノロジーズの

当社の保有する全株式を譲渡し、システムインテグレーション事業から撤退しております。

　

事業部門別の概況は次のとおりであります。

・ソリューションサービス部門

製造業向けソリューションを中心に受注は回復基調にあり、業務の効率化を支援する自社ソリュー

ション（見積構成チェックシステム：ＥＡＳＹコンフィグレータ、電子パーツカタログ：ＰＬＥＸ）及

びワークフローシステムが堅調に推移いたしました。

　ＧＩＳ関連業務は、設備管理システムや申請・許可関連システムの開発等が継続し、ＧＩＳライセンス

販売も順調に推移しました。

これらの結果、当第１四半期会計期間の売上高は448,070千円となりました。
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・エンジニアリングサービス部門

前事業年度末にかけて、官公庁・地方自治体を中心に産業廃棄物関連業務や自動車交通環境関連業務、

空間情報関連業務等の受注が拡大しました。

　また、社会資本整備に関連した防災関連解析業務やアセットマネジメント業務の受注も堅調に推移いた

しました。

これらの結果、当第１四半期会計期間の売上高は383,320千円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末の資産合計は、1,578,047千円となり、前事業年度末と比較し189,982千円増

加しました。これは主に、受取手形及び売掛金が161,796千円、前払費用が16,989千円増加したためであ

ります。

当第１四半期会計期間末の負債は、470,443千円となり、前事業年度末と比較し70,448千円増加しま

した。これは主に、賞与引当金が48,127千円、前受金が24,442千円増加したためであります。

また、四半期純利益を118,980千円計上したことにより、当第１四半期会計期間末の純資産は

1,107,604千円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、26,494千円増加し、

507,416千円となりました。

　

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、31,594千円となりました。これは主に、売上債権が162,893千円増加

したものの、税引前四半期純利益120,260千円の計上や賞与引当金48,127千円の増加及び仕入債務

33,744千円の増加があったためであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、5,099千円となりました。これは主に、情報化等投資を行ったためで

あります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローはありません。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 111,000

計 111,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,584 28,584
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

（注）

計 28,584 28,584 ― ―

(注) １　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

２　第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック

証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引

所は、大阪証券取引所であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年１月１日～
平成22年３月31日

― 28,584 ― 1,205,491 ― 1,023,029

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年12月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 30

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,554
　

28,554 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 28,584 ― ―

総株主の議決権 ― 28,554 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「株式数」欄に４株、「議決権

の数」欄に４個が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
応用技術株式会社

大阪市北区本庄東1-1-10 30 ― 30 0.0

計 ― 30 ― 30 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　１月 　２月 　３月

最高(円) 25,90024,00046,950

最低(円) 21,70020,10020,010

(注) １　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック

証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引

所は、大阪証券取引所であります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の前四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の当四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 当第１四半期会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び当第１四半期累計期間(平

成22年１月１日から平成22年３月31日まで)から四半期連結財務諸表を作成していないため、以下に掲

げる四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書については、前年同四半期との対比は行っ

ておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成21年１月１

日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期会計期間(平成22年１月１日

から平成22年３月31日まで)及び当第１四半期累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)に

係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】
【当第１四半期会計期間末】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 507,416

受取手形及び売掛金 556,202

商品 1,394

仕掛品 315,227

貯蔵品 1,102

前払費用 88,973

その他 4,663

貸倒引当金 △5,650

流動資産合計 1,469,330

固定資産

有形固定資産 ※1
 23,340

無形固定資産 5,061

投資その他の資産

差入保証金 63,965

その他 41,598

貸倒引当金 △25,248

投資その他の資産合計 80,315

固定資産合計 108,717

資産合計 1,578,047

負債の部

流動負債

買掛金 168,146

未払法人税等 4,141

賞与引当金 64,992

その他 216,310

流動負債合計 453,591

固定負債

長期未払金 16,852

固定負債合計 16,852

負債合計 470,443
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,205,491

資本剰余金 1,023,029

利益剰余金 △1,117,785

自己株式 △3,033

株主資本合計 1,107,702

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △97

評価・換算差額等合計 △97

純資産合計 1,107,604

負債純資産合計 1,578,047
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【前連結会計年度末】
（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 480,922

受取手形及び売掛金 394,405

仕掛品 316,251

その他 91,019

貸倒引当金 △4,355

流動資産合計 1,278,243

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 16,533

その他（純額） ※1
 7,837

有形固定資産合計 24,371

無形固定資産 5,467

投資その他の資産

差入保証金 64,292

その他 40,493

貸倒引当金 △24,801

投資その他の資産合計 79,983

固定資産合計 109,822

資産合計 1,388,065

負債の部

流動負債

買掛金 134,401

前受金 90,167

賞与引当金 16,865

その他 141,707

流動負債合計 383,142

固定負債

長期未払金 16,852

固定負債合計 16,852

負債合計 399,994

純資産の部

株主資本

資本金 1,205,491

資本剰余金 1,023,029

利益剰余金 △1,236,765

自己株式 △3,033

株主資本合計 988,722

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △650

評価・換算差額等合計 △650

純資産合計 988,071

負債純資産合計 1,388,065
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(2)【四半期損益計算書】
【前第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 1,337,682

売上原価 1,073,893

売上総利益 263,788

販売費及び一般管理費 ※1
 221,277

営業利益 42,511

営業外収益

受取利息 660

その他 676

営業外収益合計 1,337

営業外費用

支払利息 1,327

営業外費用合計 1,327

経常利益 42,522

特別利益

貸倒引当金戻入額 374

特別利益合計 374

税金等調整前四半期純利益 42,896

法人税、住民税及び事業税 32,006

法人税等調整額 △17,092

法人税等合計 14,914

四半期純利益 27,981
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【当第１四半期累計期間】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 831,391

売上原価 581,631

売上総利益 249,760

販売費及び一般管理費 ※1
 130,700

営業利益 119,059

営業外収益

受取利息 148

受取手数料 967

その他 83

営業外収益合計 1,200

経常利益 120,260

税引前四半期純利益 120,260

法人税、住民税及び事業税 1,280

四半期純利益 118,980
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 42,896

減価償却費 10,754

貸倒引当金の増減額（△は減少） △374

賞与引当金の増減額（△は減少） 91,520

受取利息及び受取配当金 △660

支払利息 1,327

売上債権の増減額（△は増加） 59,140

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,530

仕入債務の増減額（△は減少） 34,484

未払消費税等の増減額（△は減少） 18,216

その他 △22,416

小計 205,357

利息及び配当金の受取額 657

利息の支払額 △1,247

法人税等の支払額 △44,134

営業活動によるキャッシュ・フロー 160,632

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,169

無形固定資産の取得による支出 △3,601

投資有価証券の取得による支出 △300

貸付金の回収による収入 103

差入保証金の差入による支出 △1,126

差入保証金の回収による収入 130

その他 120

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,844

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 149,787

現金及び現金同等物の期首残高 890,162

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,039,949
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【当第１四半期累計期間】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 120,260

減価償却費 2,005

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,741

賞与引当金の増減額（△は減少） 48,127

受取利息及び受取配当金 △148

売上債権の増減額（△は増加） △162,893

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,633

仕入債務の増減額（△は減少） 33,744

未払消費税等の増減額（△は減少） 25,055

その他 △32,960

小計 36,565

利息及び配当金の受取額 148

法人税等の支払額 △5,120

営業活動によるキャッシュ・フロー 31,594

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,099

無形固定資産の取得による支出 △3,320

投資有価証券の取得による支出 △300

貸付金の回収による収入 54

差入保証金の回収による収入 266

その他 300

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,099

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 26,494

現金及び現金同等物の期首残高 480,922

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 507,416
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

会計処理基準に関する事項の

変更

工事契約に関する会計基準の適用

　受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準

(検収基準)を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計

基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期会計期間よ

り適用し、当第１四半期会計期間に着手した受注契約から進捗部分について成果

の確実性が認められる受注契約については工事進行基準(工事の進捗率の見積り

は原価比例法)を、その他の受注契約については工事完成基準(検収基準)を適用

しております。

　なお、この変更に伴い、売上高は4,373千円、売上総利益、営業利益、経常利益、税

引前四半期純利益は1,345千円それぞれ増加しております。

　

【簡便な会計処理】

項目
当第１四半期会計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算

定方法

　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業

年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算

定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を

重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度に

おいて使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第１四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 72,588千円

　

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 70,988千円

　

(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 83,247千円

賞与引当金繰入額 13,561千円

　

当第１四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 53,768千円

賞与引当金繰入額 9,690千円

貸倒引当金繰入額 1,741千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 839,949千円

預け金 200,000千円

現金及び現金同等物 1,039,949千円
 

　

当第１四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 507,416千円

現金及び現金同等物 507,416千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末（平成22年３月31日)及び当第１四半期累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成

22年３月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
会計期間末

普通株式(株) 28,584

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
会計期間末

普通株式(株) 30

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

当社及び連結子会社の事業は、情報サービス産業単一事業のため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年３月31日)

当社の所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。
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(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第１四半期累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

38,789円83銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 1,107,604千円

普通株式に係る純資産額 1,107,604千円

差額の主な内訳 ―

普通株式の発行済株式数 28,584株

普通株式の自己株式数 30株

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

28,554株

　

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

34,603円61銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額 988,071千円

普通株式に係る純資産額 988,071千円

差額の主な内訳 ―

普通株式の発行済株式数 28,584株

普通株式の自己株式数 30株

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

28,554株
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２　１株当たり四半期純利益

　第１四半期累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり四半期純利益 979円96銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 27,981千円

普通株式に係る四半期純利益 27,981千円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 28,554株

　

当第１四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益 4,166円84銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益 118,980千円

普通株式に係る四半期純利益 118,980千円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式の期中平均株式数 28,554株
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(重要な後発事象)

当第１四半期会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　

資本金及び準備金の額の減少

当社は、平成22年３月１日開催の取締役会において、平成22年３月30日開催の第27期定時株主総会

に、資本金及び準備金の額の減少について付議することを決議し、当該株主総会にて承認可決され、債

権者保護手続の完了による効力発生日である平成22年５月１日に次のとおり資本金及び準備金の額を

減少し、その他資本剰余金及び繰越利益剰余金に振り替えを行いました。

(1) 資本金及び準備金の額の減少の目的

多額の累積損失を解消し、今後の資本政策の柔軟性・機動性を確保するためであります。

(2) 資本金及び準備金の額の減少の方法

会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び準備金の額を減少し、その他

資本剰余金及び繰越利益剰余金に振り替えました。

(3) 資本金及び準備金の額の減少の額

　① 減少する資本金の額

資本金1,205,491,000円のうち605,491,000円を減少し、減少後の資本金を600,000,000円といた

しました。

　② 減少する資本準備金の額

資本準備金1,023,029,750円の全額を減少いたしました。

　③ 減少する利益準備金の額

利益準備金16,020,000円の全額を減少いたしました。

　③ 減少する発行済株式数

発行済株式数及び純資産の額の変更又は変動はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

応用技術株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　村　　健　司　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　川　　　　豪　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている応用

技術株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、応用技術株式会社及び連結子会社の平成21年

３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月14日

応用技術株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　村　　健　司　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　平　井　　啓　仁　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている応用

技術株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第28期事業年度の第１四半期会計期間（平成

22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、応用技術株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年３月30日開催の第27期定時株主総会において、

資本金及び準備金の額の減少について決議し、効力発生日である平成22年５月１日に資本金及び準備金の

額を減少し、その他資本剰余金及び繰越利益剰余金に振り替えを行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれていません。
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